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公的年金財政状況報告 －令和３(2021)年度－ （ポイント） 

 

 

 

 

 

 １ 公的年金の収支状況   （報告書 168～173 頁参照） 

公的年金制度全体でみると、令和３(2021)年度は、運用損益分

を除いた収入総額 54.0 兆円、支出総額 53.7 兆円であったこと

から、運用損益分を除いた単年度収支残はプラス 0.3 兆円。 

さらに運用損益が 11.9 兆円であったことから年度末積立金は

246.1 兆円と前年度に比べ 12.2 兆円増加。 

単年度収支状況 ―令和３(2021)年度― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「公的年金財政状況報告」は、社会保障審議会年金数理部会が、 
公的年金の毎年度の財政状況について、公的年金の各制度・各実施
機関からの報告に基づき、専門的な観点から横断的に分析・評価を
行った結果をとりまとめたもの。 

厚生年金

計 国民年金勘定 基礎年金勘定

兆円 兆円 兆円 兆円

前年度末積立金（㋐） 時価ベース 219.3  10.3  4.2  233.9  

 総額 51.1  3.4  25.4  54.0  

（再掲）保険料収入 38.6  1.3  ・ 39.9  

（再掲）国庫・公経済負担 11.4  1.9  ・ 13.3  

（再掲）基礎年金交付金 0.3  0.2  ・ ①

（再掲）基礎年金拠出金収入 ・ ・ 25.4  ②

 総額 51.3  3.7  24.6  53.7  

（再掲）給付費 29.0  0.3  24.1  53.4  

（再掲）基礎年金拠出金 22.1  3.3  ・ ②

（再掲）基礎年金相当給付費 (基礎年金交付金) ・ ・ 0.5  ①

運用損益分を除いた単年度収支残(㋑) △ 0.2  △ 0.3  0.8  0.3  

運用損益（㋒） 時価ベース 11.4  0.5  0.0  11.9  

その他（㋓） 時価ベース 0.0  0.0  - 0.0  

年度末積立金（㋐＋㋑＋㋒＋㋓） 時価ベース 230.6  10.6  5.0  246.1  

年度末積立金の対前年度増減額 時価ベース 11.2  0.2  0.8  12.2  

注1

注2

注3

厚生年金計及び公的年金制度全体には、厚生年金基金が代行している部分を含まない。

「その他（㋓）」に計上している額は、厚生年金勘定及び国民年金（国民年金勘定）の「業務勘定から積立金への繰入れ」である。
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厚生年金計は、厚生年金全体としての財政収支状況をとらえるため、厚生年金実施機関間でのやりとりを収入・支出両面から除いている。また、公的年金制度全体は、同様に、公的年

金制度内でのやりとり（基礎年金拠出金②・基礎年金交付金①）を収入・支出両面から除いている。
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 ２ 公的年金の財政状況の評価   （報告書 288 頁参照） 

令和３(2021)年度までの実績と令和元(2019)年財政検証の

前提や将来見通しを比較するだけではなく、長期的な財政の均衡

の観点から評価。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公的年金財政における長期的な財政の均衡は、将来の保険料収入、国庫

負担と現在保有する積立金をあわせた財源の全体と、将来の年金給付の

全体で図られている。 

公的年金財政の均衡イメージ 

 

 

 

 

 

○ 国民年金第１号被保険者（自営業者、学生など）数は財政検証の

見通しを下回り、厚生年金被保険者数は上回る状況が続いて

いることが確認された。 

一方で、令和元(2019)年以降の合計特殊出生率は、平成

29(2017)年人口推計における出生中位と出生低位の仮定値

の間に位置し、出生中位の仮定値との乖離は拡大しているこ

とが確認された。 

○ これらの将来見通しからの乖離が、一時的なものではなく中

長期的に続いた場合には、年金財政に与える影響は大きなも

のとなる。 

○ 年金財政の観点からは、人口要素、経済要素等いずれも短期

的な動向にとらわれることなく、長期的な観点から財政状況

の動向を注視すべきである。 

＊ 厚生年金は保険料率、国民年金は保険料額 
（平成 16(2004)年度価格）を固定 
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保険料水準は固定＊ 均衡が確保される給付水準はどの程度になるか

長期的な給付と負担の均衡が確保されるか



社会保障審議会年金数理部会について

・ 公的年金制度の一元化の推進に係る閣議決定（平成13(2001)年）の要請を踏まえ、「各
被用者年金制度の安定性及び公平性の確保に関し、財政再計算時における検証及び
毎年度の報告を求めること」などを審議内容とする部会として社会保障審議会に設置。

閣議決定「公的年金制度の一元化の推進について」（平成13(2001)年）
社会保障審議会に年金数理に関する専門的な知識、経験を有する者等から構成される部会を設け、当該部会において被用者年金制度の
安定性、公平性の確保に関し、財政再計算時における検証のほか、毎年度の報告を求めることを要請するものとする。

社会保障審議会年金数理部会

・ 平成27(2015)年10月に被用者年金制度が一元化された後も、制度の安定性の確保の
観点から財政検証結果及び各年度の決算の報告を求め審議。

（参考資料１）

毎年度の決算

決算のヒアリング

公的年金財政状況報告

・

決算状況の確認
財政検証との比較

年
金
数
理
部
会 各制度・実施機関の財政状況を専門的な観点から横断的に分析・評価

実績の動向とその背景を明らかにし、財政検証との比較により厚生年金
全体及び各制度の財政状況を分析・評価

財政検証

結果・手法等のヒアリング

財政検証のピアレビュー
（財政検証に基づく公的年金制度の財政検証）

財政検証の結果、
推計の基礎データの取扱い、
推計手法等の確認

推計の基礎データ・推計手法の分析・検証
推計結果の分析のあり方の検証
制度の安定性の観点からの財政検証の分析・検証
今後の財政検証への提言

公的年金各制度・各実施機関
において実施



Ｋ年度

決算

年金数理部会

K年

財政検証
K＋５年

財政検証

Ｋ＋１年度

決算

Ｋ＋２年度

決算

Ｋ＋３年度

決算

Ｋ＋４年度

決算

少なくとも５年ごとに年金財政の健全性を検証
・ 将来見通しの作成
・ 給付水準の自動調整（マクロ経済スライド）の
開始・終了年度の見通しの作成

公的年金各制度（・実施機関）

社会保障審議会年金数理部会の役割（参考資料２）

財政検証の
ピアレビュー
・結果、手法の検証

毎年度の財政状況の分析、評価
（公的年金財政状況報告）
・実績や決算状況等の確認、分析、評価
・実績と将来見通しとの比較、分析、評価

提案


